
論文 地盤中におけるRC杭基礎の非線形動的応答に関する3次元有限要素
解析 
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要旨：RC 構造全体系の耐震性能照査手法の高精度化を目指し，特に液状化地盤を含めた杭

基礎－地盤系の非線形応答について，3 次元有限要素解析に用いる地盤の非線形構成則の開

発を行った。せん断土槽を用いた既往の振動実験結果を用いた精度の検証を行い，RC 基礎

と地盤の強非線形域での相互作用について検討した結果，提案モデルの適用性をある程度，

具体的に提示することができた。 

キーワード：RC杭基礎，液状化，せん断土槽，振動実験，3次元有限要素解析 

 

1. はじめに 

 兵庫県南部地震における甚大な被害を背景に，

構造物の耐震設計規準類が大幅に改訂され，大

地震を受ける構造物の安全性を評価する耐震性

能照査が一般的となった。2002 年末改訂の土木

学会コンクリート標準示方書･耐震性能照査編 1) 

においても，基礎と周辺地盤を含めた構造全体

系をモデル化し，工学的基盤から照査用地震動

を入力する時刻歴応答解析に基づく耐震性能照

査法が規定された。特に基礎－地盤系の挙動を

正確に把握することの重要性は，既に一般的な

認識となりつつある。また，兵庫県南部地震以

後，液状化や側方流動を生じる地盤における杭

基礎について，その現象や挙動は明らかにされ

つつある 2) ものの，構造設計の観点から，液状

化を生じるような地盤が基礎に及ぼす外力と抵

抗力の予測と設計への適用については，未だ検

討の余地を残している。 

 本研究では，RC杭基礎を対象とし，特に液状

化が生じるような強非線形性を呈する地盤中の

杭基礎の応答挙動について，これを精緻に予測

する解析手法の開発を行った。さらに，せん断

土槽を用いた飽和砂地盤中における RC 杭基礎

の振動実験結果 3) を用いて，解析手法の妥当性

と適用範囲を検証した。液状化解析に適用する

地盤構成則は様々提案されている 4) が，本研究

においては既存の 3次元RC構成則 5),6) と併用す

ることを前提として開発したものである。 

 

2. せん断土槽を用いた RC 杭基礎の振動実験 

2.1 実験概要 

 せん断土槽を用いた RC 杭基礎の振動実験の

装置概要図を図－１に示す。幅 1.0m，奥行き 0.8m，

高さ 1.0mのせん断土槽を振動台上に固定し，そ

の底面に RC杭基礎試験体を完全固定した。その

周囲を乾燥した砂で満たし，土槽底面から水を

低速で注入することによって飽和砂地盤を作製

した。杭体の固有振動数と降伏震度，および実

験設備の制約条件も勘案して，試験体上部には

杭体断面の軸応力が 0.8N/mm2程度となるような

錘を載せて，加振実験を行った。 

2.2 実験ケースと試験体 

 実験要因は杭の本数（1本杭，4本杭）および

地盤の状態（密，緩）の組み合わせの他に，試

験体を設置しない地盤のみの加振ケース

（Case-0N，0L）4本杭に錘を設置しないケース
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（Case-4N0）を含め，全 7 ケースの実験を行っ

た。全実験ケースを一覧にして表－１に示す。 

 地盤材料には浜岡砂 3) を用い，密地盤のケー

スでは，深さ方向全域で相対密度 80%に締め固

めた。また，緩地盤のケースでは地盤下層を相

対密度 80%，上層は 40%とし，上層で液状化が

生じるような条件とした。作製した地盤単体の

固有振動数はおよそ 10Hz程度である。 

 試験体の断面諸元を図－２に示す。コンクリ

ートの圧縮強度は 32.5N/mm2，軸方向鉄筋の降伏

強度は D10 が 366N/mm2，D6 が 316N/mm2であ

る。錘を含めた試験体単体の固有振動数は 1 本

杭が 2.5Hz，4本杭は 7.7Hzである。 

2.3 入力波形 

 入力波は 5Hzの正弦波 10波とし，序盤の 3波

で加速度振幅を増加，中盤 4 波は一定振幅，終

盤の 3 波で振幅を減少させた。試験体が降伏す

る程度の塑性応答が生じることを目標として，

入力最大加速度は 1000galとした。 

 

3. 振動実験の３次元有限要素解析 

3.1 飽和砂地盤の非線形構成則 

 本研究では，東京大学で開発された 3 次元

FEM解析コード COM3 5),6) を適用した。 RC杭基

礎－地盤系の動的応答解析を実現すべく，飽和

砂地盤材料の非線形構成則の開発を行い，本コ

ードに組み込んだ。開発した地盤構成則は，3次

元応力下のコンクリート並びに高塑性領域の鋼

材との数値演算上の親和性を考慮して定式化さ

れており，地盤－鋼材－コンクリートの一体解

析を前提とした材料モデルとすることを念頭に

置いたものである。その詳細は参考文献 7) に譲

り，ここでは概略のみを以下に記述する。 

(1) 土粒子骨格の構成則 

 土粒子骨格の応力状態（有効応力）は，偏差

成分と平均成分の連成モデルで定式化した。 

 偏差成分については，完全弾塑性型の応力－

ひずみ関係を規定する複数の塑性ポテンシャル

を重ね合わせて砂地盤の履歴特性を与え，低ひ

ずみレベルから生じるせん断応力－せん断変形

表－１ 実験ケース 

 密地盤 緩地盤 
杭なし Case-0N Case-0L 
1本杭 Case-1N Case-1L 

4本杭 Case-4N Case-4N0 
(錘なし) Case-4L 

(2) 4本杭
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図－２ 試験体断面（加振は上下方向） 

 

図－１ 実験装置概要図（左：1本杭，右：4本杭） 
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関係の非線形性を表現した。また，各塑性関数

の降伏強度を平均応力に比例させることによっ

て，せん断強度の拘束圧依存性を考慮した。 

 平均成分については，全平均ひずみを弾性平

均ひずみ，圧密による塑性ひずみ，ダイレイタ

ンシーによる非弾性ひずみの３成分に分解し，

弾性平均ひずみと体積弾性係数から全平均応力

を算定した。圧密による塑性ひずみは，前川ら

によって提案された弾塑性破壊モデル 5)  に基づ

き，累積等価塑性偏差ひずみの関数によって定

式化した。この圧密塑性ひずみは，砂地盤の初

期相対密度に応じてその限界値を定めている。

一方，交番ダイレイタンシーに伴う非弾性ひず

みについては，圧密塑性ひずみと等価偏差ひず

みの関数によって与えている。 

(2) 間隙水の移動を考慮しない場合 

 土粒子骨格間に存在する間隙水がせん断変形

中に移動することを許容しない場合は，要素の

全平均ひずみと間隙水の剛性に比例した間隙水

圧を算定し，これを有効応力に単純に足し合わ

せることによって，地盤要素の全応力が求まる。

すなわち，要素毎に完全非排水条件を仮定した

有効応力解析となり，本論文においてはこれを

「A解析」と称する。 

(3) 間隙水の移動を考慮する場合 

 間隙水の移動を許容する場合は，その移動に

伴う流体力と体積変化を考慮した定式化が必要

となる。ここでは Biotの定式化 8) に基づいて飽

和砂地盤要素の支配方程式を定めている。地盤

要素の間隙率と透水係数は本来，せん断変形や

圧密に伴って変化するが，ここでは初期値で一

定と仮定した。要素変形に伴う間隙率と透水係

数の変化の考慮については，不飽和地盤の構成

則定式化と併せて今後の課題である。本論文で

は，間隙水の移動を考慮した有効応力解析を「B

解析」と称する。 

3.2 地盤構成則の適用性 

 Case-0N と Case-0L の地盤加振結果を用いて，

提案した地盤構成則の適用性を確認した。解析

に用いた要素分割を図－３に示す。加振方向に

平行な鉛直平面で分割した 1/2モデルとし，左右

両面の節点同士はせん断土槽を模擬した剛なト

ラス要素で接合し，等変位となるようにした。 

 上記 2 ケースの地表面端部位置における応答

加速度の時刻歴（実験での測定位置は土槽枠上

端部）を図－４に示す。Case-0Nでは，A・B解

析共に，波形の位相は一致した結果が得られて

いる。各振幅のピーク値について，粒子骨格の

変形とそれに伴う水の移動が生じる加振序盤

（～5.3sec）では B解析の精度が高い。また，粒

子骨格の変形速度が高く，非排水条件に近い状

態で振動していると考えられる中盤以降では A

解析の精度が高い。B 解析では構成則中で用い

る間隙率や透水係数を初期値で一定としている

ために，特に地表面付近で過剰間隙水圧が上昇

せず，ダイレイタンシーに伴う加速度増加が現
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図－３ 地盤加振解析モデル（Case-0L） 

図－４ 地表面の応答加速度時刻歴 
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れないと考えられる。A 解析では逆に序盤から

パルス状の加速度応答が生じているが，今回の

解析対象は杭剛性が相対的に高く，これが基礎

応答に及ぼす影響はそれほど大きくないものと

考え，今回設定した密地盤においては，A 解析

を用いて応答をある程度再現可能と判断した。 

 一方，液状化を生じる Case-0Lにおいては，応

答の位相が大きく異なる。地表から深さ 350mm

付近の加速度波形は位相差を殆ど生じていなか

ったことを踏まえると，この原因は以下のよう

に考察される。すなわち，第 1波で 300gal程度

とやや大きい応答が生じており，この時に粒子

骨格は大きく変化したものと考えられるが，解

析ではこれを追随しきれておらず，その後の応

答算定に影響しているものと考えられる。しか

しながら，B 解析では A 解析に比べて，間隙水

圧の上昇→間隙水の移動といった一連の現象に

よって，最大加速度レベルが実験と同程度にま

で低減されている。以上の結果から，提案した

地盤モデルはまだ改善すべき点を残しているが，

マクロには応答値を評価可能と判断し，杭－地

盤系の解析に適用することとした。 

3.3 地盤の抵抗力・作用力と杭基礎の変形 

 3.2 節において精度を確認した地盤構成則を

用い，杭基礎を含む実験ケースのシミュレーシ

ョンを行った。ここで，杭基礎のモデル化に用

いる鉄筋コンクリートの構成則は，岡村・前川

らによって提案された分散ひび割れモデルに基

づく既往の履歴依存型構成則 5),6) を適用してい

る。本構成則は既に，各種 RC構造物に対する適

用性が確認されているが，構成則の詳細につい

ては参考文献に譲る。 

 液状化を生じない密地盤のケース（Case-1N，

4N，4N0）の応答性状および杭体に作用する地

盤抵抗力・外力と基礎の変形について検討した。

実験結果では，Case-4N は基礎応答，Case-4N0

は地盤応答が卓越し，Case-1Nでは両方が混在し

て位相ずれを伴う応答性状となる 3) 。解析に用

いた要素分割の例を図－５に示す。解析条件はA

解析とし，杭体と地盤との間には，高圧縮剛性

を持ち引張剛性を持たない 2 次元接合要素を設

置して，杭体－地盤間が剥離した際の引張応力

伝達を排除している。ただし，このモデル化で

は，杭体と地盤との間にできた空間に水が入り

込む現象は表せないことに留意が必要である。 

 試験体錘位置（Case-4N0 は上スタブ位置）お

よび地表面端部位置での応答変位の時刻歴を図

－６に示す。地盤変形が基礎の変形に追随する

Case-4Nでは，応答が精度よく再現されているの

図－５ 杭の加振解析モデルの例（Case-1N）
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図－６ 試験体および地表面の応答変位時刻歴
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に対し，基礎と地盤が位相ずれを伴って応答す

る Case-1N では，地盤の応答変位を過小評価，

基礎の変形が地盤変形に追随する Case-4N0では，

いずれの応答も過小評価されている。 

 錘位置応答変位が最大となる瞬間の杭体曲率

分布を図－７に示す。各杭体の降伏曲率を図中

に太点線で示した。Case-4Nでは基礎の変形も精

度よく再現されているのに対し，Case-4N0 では

特に基礎の変形を過小評価している。すなわち，

基礎に対する地盤反力は解析によってある程度

再現できているが，地盤から基礎に作用する外

力が正確に評価されていない可能性が考えられ

る。したがって，両方の現象が混在する Case-1N

における曲率分布は，中程度の推定精度を有し

ている。 

 Case-4N および Case-4N0 における杭体に作用

する土圧の時刻歴を図－８に示す。錘の応答変

位方向に対して，前方に位置する杭体の前面に

おける土圧値をプロットしたものである。また，

G.L.-150mm における測定結果は，土圧計の容量

を上回る土圧が作用したため，20kPa程度で頭打

ちとなっている。Case-4N0では特に G.L.-300mm

における土圧がかなり小さめに評価されており，

これが Case-4N0において応答変位の過小評価に

寄与しているものと考えられる。 

 以上の結果より，基礎に対して地盤が抵抗側

となるケースでは実際の現象を比較的よく再現

できるが，地盤が加力側となる現象の再現性に

更なる検討の余地を残している。 

3.4 液状化地盤中の杭基礎の応答挙動 

 次に液状化を生じる緩地盤のケース（Case-1L，

4L）の応答挙動について検討する。解析におい

ては図－５と同等の FEMモデルを用い，A解析

を実施した。試験体錘位置および地表面端部に

おける応答変位の時刻歴を図－９に示す。 

 錘位置における応答変位の実験結果と解析結

果を比較すると，いずれのケースにおいても精

度良く再現されている。また，Case-1Lでは地盤

の応答変位がかなり過小評価されているのに対

し，Case-4Lでは地盤の応答変位は若干の過小評

価となっている。図－６に示した Case-1N の錘

位置応答変位の結果と併せると，上述の傾向は

次のように考察される。 

図－７ 試験体応答変位最大時の杭体曲率分布

（左：Case-1N，中：Case-4N，右：Case-4N0）
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図－９ 試験体および地表面の応答変位時刻歴
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図－８ 杭体に作用する動土圧の時刻歴 
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Case-1L の地盤応答変位は実験と解析で位相

ずれが生じていることから，全応力解析では地

盤剛性を過大評価していると考えられる。また，

Case-1NとCase-1Lの応答変位レベルがほぼ同程

度であることから，1本杭のケースでは地盤の抵

抗力成分と地盤が基礎に及ぼす外力成分とがほ

ぼ相殺されている。したがって，解析における

高めの地盤剛性評価が Case-1L の杭応答にはあ

まり影響しなかったものと考えられる。 

一方，4本杭のケースは基礎主体の応答となる

が，上層地盤の液状化に伴い，地盤の抵抗力は

殆ど消失する。しかし地盤剛性の低下により，

結果として地盤応答変位は大きく現れる。解析

では剛性を高めに評価するために，地盤単体と

しての応答変位は小さくなるが，基礎に対する

抵抗力も保持されてしまうために，結果的に実

験に近い応答変位レベルが得られたものと考え

られる。実際には，液状化に伴う剛性低下と基

礎に対する地盤の抵抗力低下の両方が正確に評

価されなければならない。 

 Case-1L に対して B 解析を行った結果を図－

10 に示す。間隙水の移動を考慮することによっ

て地盤剛性の低下が再現され，地盤の応答変位

レベルが実験結果に近づくと共に，応答の位相

も一致することが分かる。 

 

4. まとめ 

 本研究では，液状化の発生を含む非線形地盤

中における杭基礎の応答性状を精度良く評価す

るための解析手法の開発を念頭に置き，せん断

土槽を用いた振動実験による解析精度の検証を

行った。間隙水挙動を簡略的に扱った有効応力

解析によっても，基礎－地盤系のマクロな応答

挙動をある程度再現可能であるものの，地盤が

加力側となる時の外力や地盤の剛性低下に伴う

消失抵抗力などの定量的な評価については，地

盤構成則や解析モデルの改良も含め，今後更な

る検討の余地を残している。 
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図－10 B 解析の結果（Case-1L） 
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